
歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 福井県

経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体とグループ内平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

３ グループとは、道府県を財政力指数の高低によって４つに分類したものである。

Ⅰグループ 0.500以上1.000未満、Ⅱグループ 0.400以上0.500未満、Ⅲグループ 0.300以上0.400未満、Ⅳグループ 0.300未満
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分析欄

【人件費】

人件費に係る経常収支比率は、前年度から0.7ポイント減少し、19年度以降3年連続で減少している。これは、平成20年2月に策定した新

行財政改革実行プランに基づき、適正な定員管理、給料表の水準引下げやアウトソーシングを進めてきた効果が表れたものである。

ただし、今後、しばらくの間は退職者数が高止まりする見込みであり、退職手当が120億円台から130億円台で推移する見込みであること

から、引き続き、職員数の削減、給与構造改革、手当の見直しなど歳出の抑制に努めていく。

【物件費】

物件費に係る経常収支比率は、本県はⅡグループおよび都道府県平均より高い水準で推移している。

これは、本県がアウトソーシングの推進や指定管理者制度の導入に積極的に取り組んできたことも一因と考えられる。

【公債費】

公債費に係る経常収支比率は、臨時財政対策債の償還額の増加等により、2.0ポイント増加している。

今後も、歳出の見直しによる新規の県債発行抑制や長期債の発行等を通じて、公債費の抑制に努める。

本県における経常収支比率は、昨年度に比べ悪化したものの、全国的に見ても平均を大きく上回っている。平成23年7月には第三次行財

政改革実行プランを策定し、引き続き、施策や事務事業の見直し、歳出の合理化を進め、将来に向けて健全な財政運営を堅持する。


